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千葉県がん登録事業に係る個人情報の本人収集の原則の例外及び目的外提供 

について（答申） 

 平成１１年９月３日付け保予第９０１号で諮問のありましたこのことについて、下記

のとおり答申します。 

記 

１ 千葉県がん登録事業（以下「事業」という。）における個人情報の本人収集の原則の例

外及び目的外提供については、やむを得ないものと認める。ただし、事業の実施に当た

っては、以下の事項について特段の配慮を求める。 

（１）千葉県知事（以下「実施機関」という。）は、本人関与の仕組みを含む事業における

個人情報の取扱い（以下「個人情報の取扱い等」という。）について、一般の県民が容

易に知り得るよう可能な限りの方策により、継続的かつ十分な周知を行うこと。 

（２）実施機関は、個人情報の取扱い等について、がん患者及びがんの疑いのある者（以

下「がん患者等」という。）やその家族に対し、可能な限り個別に説明するよう県内の

医療機関及び検診機関（以下「医療機関等」という。）に要請すること。 

（３）実施機関が設ける登録の拒否及び登録情報の削除に係る本人関与の仕組みが、県民

にとって利用しやすく、かつ、実効性のあるものとすること。 

（４）実施機関は、事業で取り扱う個人情報の保護措置について、事業に従事する者に対

する指導を徹底するとともに、将来においても個人情報を適切に保護することができ

るよう定期的にその管理体制を確認し、情報の特質に応じた十分な保護措置を講ずる

こと。 

（５）実施機関は、事業の実施状況について、千葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」

という。）へ定期的に報告すること。 

上記のとおり判断した理由は別紙のとおりである。 

 



２  本諮問事案については、平成１２年４月以降、昨年１２月の審議再開に至るまで、６

年８月の間審議が中断した経緯がある。また、実施機関は、その間においても従前ど

おり事業を継続していたことが認められる。 

審議中断の間、審議会は実施機関に対し、事業における個人情報の取扱いについて

検討を求め、再三審議再開を働きかけていたところであるが、実施機関はこの働きか

けに応じないまま事業を継続していたものであり、千葉県個人情報保護条例（平成５

年千葉県条例第１号。以下「条例」という。）を遵守せず、審議会に対しても真摯な対

応が見られなかったことは大変遺憾である。 

ついては、実施機関は本諮問事案に係る対応を改めて検証し、再発防止に努められ

たい。 

 

 

 



別 紙 

 

１ 本人収集の原則の例外事項（条例第８条第３項第６号関係）として認める理由 

（１） 事業の公益性 

事業は、千葉県内におけるがん患者等やがん死亡者の登録を実施し、がんの罹患の

実態を把握することにより、がん対策推進上の基礎資料とし、本県のがん医療水準の

向上及び県民の健康増進に寄与することを目的とするものである。 

（２） 個人情報をがん患者等の本人から収集し、又はがん患者等や家族の同意を得て医

療機関等から収集することに限定する場合の、事業の目的達成への支障 

事業において収集する個人情報（届出票）をがん患者等の本人から収集することは、

通常は困難である。 

また、がん患者等や家族の同意を得て収集することに限定すると、事業の公益性が

必ずしも正確に理解されないこと等により収集率が低下し必要な量の情報が収集でき

ないおそれがあるのみならず、情報の内容に偏りが生じ罹患実態等の正確な把握がで

きないおそれがある、という実施機関の主張には、その可能性が認められる。 

（３）個人情報の取扱いに係る本人関与の仕組みの構築 

実施機関は、がん患者等が、事業により作成される千葉県がん登録（以下「がん登

録」という。）に自己の個人情報が登録されることを拒む（以下「登録拒否」という。）

場合は、個人が識別される形では情報を収集又は登録せず、また、がん患者等が、が

ん登録に登録された自己の個人情報（以下「登録情報」という。）の削除（以下「登録

削除」という。）を申し出た場合は、その登録情報から個人が識別される部分を削除す

る仕組みを設ける、としている。 

（４）事業における個人情報の保護措置 

事業における個人情報の保護措置に問題があるとは認められない。 

 

２ 目的以外の提供の禁止の例外事項（条例第１０条第５号関係）として認める理由    

（１）届出票を提出した医療機関等に対し、がん患者等が転院・退院した後の当該がん患

者等に係る情報（以下「予後情報」という。）を提供することは、当該医療機関等にお

ける検診の見落とし状況や治療の適否を自己評価することに関し公益性が認められる。 

（２）事業を実施する他県との間で、がん患者等の届出票を互いに提供することは、がん

対策推進上公益性を有する。 

（３）予後情報の提供や他県への届出票の提供に係る個人情報の保護措置に問題は認めら

れないことから、個人情報の漏えい等により、がん患者等が権利利益を不当に侵害さ



れるおそれはない。 

 

３ 特段の配慮を求める理由 

（１）特段の配慮を求める事項の（１）及び（２）について 

審議会が個人情報の本人収集の原則の例外を認めるのは、実施機関において、一般

の県民が個人情報の取扱い等について容易に知り得るよう徹底した周知を行うこと及

び医療機関等においてがん患者等や家族に対し、可能な限り個別の説明がなされるこ

とを前提として、登録拒否や登録削除の申出がない場合には本人同意が得られた場合

に準じて取り扱うものであるから、その前提を満たすよう求めるものである。 

（２）特段の配慮を求める事項の（３）について 

実施機関が設けるとする本人関与の仕組みは、がん患者等が自己の個人情報の取扱

いに関与するための極めて重要で、個人情報の本人収集の例外を認める言わば必須の

前提である。がん患者等の権利利益を保護するため、この仕組みを県民にとって利用

しやすく、かつ実効性があるものとするよう求めるものである。 

（３）特段の配慮を求める事項の（４）について 

事業で取り扱う個人情報の保護措置について、個人情報の漏えい等を防止するため

に事業に従事する者に対する継続的な指導等を求めるものである。 

（４）特段の配慮を求める事項の（５）について 

特段の配慮を求める事項に係る実施機関の対応について、審議会として確認し、そ

の実行を担保するため求めるものである。 

 

 

審議会の処理経過 

年  月  日 処   理   内   容 

平成１１年 ９月 ３日 諮問書の受理 

平成１１年 ９月１３日 審議（第 ６０回審議会） 

平成１１年１０月２５日 審議（第 ６１回審議会） 実施機関口頭説明 



平成１２年 ３月２７日 審議（第 ６６回審議会） 実施機関口頭説明 

平成１８年１２月１８日 審議（第１４７回審議会） 

平成１９年 １月２２日 審議（第１４８回審議会） 実施機関口頭説明 

平成１９年 ２月 ９日 審議（第１４９回審議会） 実施機関口頭説明 

平成１９年 ２月１９日 審議（第１５０回審議会） 

平成１９年 ３月１９日 審議（第１５１回審議会） 

 

 

 
 

 

 

 


